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Ⅰ．本資料の目的 

1. 本資料は、第 60回サステナビリティ基準委員会（2025年 12月 11日開催）における、審

議事項(3)の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）（以下

「温対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK

制度」という。）に基づき報告した温室効果ガス排出を用いる場合の開示について、聞か

れた意見をまとめたものである。 

Ⅱ．聞かれた意見 

審議事項(3)-1 実務対応基準の開発に対する意見 

（サステナビリティ開示実務対応基準を開発するという方向性に対する意見） 

2. 気候関連開示基準（以下「気候基準」という。）の結論の背景において、温対法が気候基

準第 49 項ただし書きの定めに該当することが明記されている。事務局の説明では、ロケ

ーション基準に基づくスコープ 2 温室効果ガス排出の測定は、当該定めに該当しないと

の解釈があるとのことであるが、これは、当初の基準設定時の考え方を変えるような状

況変化があったということであるかを確認したい。 

3. 事務局の提案に基本的に賛同する。SSBJ 基準が最初に適用される時価総額 3 兆円以上の

企業のほとんどは温室効果ガス排出の測定にあたって「温室効果ガスプロトコルの企業

算定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG プロトコル（2004 年）』」という。）を

適用する予定であったしても、温対法を適用する企業も在りうると考える。このため、温

対法を適用する企業に対する配慮は基準においてなされるべきであると考える。 

4. 企業が温対法を活用しながら開示できるようにするという事務局の提案の方向性に賛同

する。ただし、今回初めてサステナビリティ開示実務対応基準（以下「実務対応基準」と

いう。）の開発に着手することから、本基準の位置付けを含め、開発する理由について確

認したい。 

実務対応基準は SSBJ基準に準じるものであり、本基準が確定した場合は金融庁によって

告示指定がなされるものと理解している。 
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5. 事務局の提案により、基本的な論点及び議論の方向性について理解が深まった。 

企業が実務対応基準に準拠せずに開示を行った場合、当該開示は SSBJ基準に準拠したも

のとは認められないのかを確認したい。この点は、法定開示が求められる企業にとって

重要な点であると考える。 

（SSBJ基準及び ISSB基準の同時準拠に対する意見） 

6. 企業が温対法を用いることができるようにするという事務局の提案の大きな方向性には

賛同する。ただし、本論点を我が国の法域のルールに留めるのではなく、国際的な解釈と

して認められるように働きかけることが可能であれば、そのような対応が望ましいと考

える。 

7. 企業にとって重要な点は、本実務対応基準に従って開示した場合に、ISSB 基準に準拠し

ていないと判断される可能性があることである。 

温対法に基づく活動量に全国平均係数等を乗じることにより計算した温室効果ガス排出

量を、気候基準第 49項ただし書きが定める「異なる方法を用いることを要求している場

合」に該当するものとして扱うことについて、ISSB 基準上は認められない「蓋然性が高

い」との分析が示されている。 

確かに解釈の曖昧さが残ることは理解できるが、本来の温室効果ガス排出の開示の目的

は、企業が決定した気候変動リスクへの対応や目標の進捗状況を投資家に示すことであ

る。このため、同一の方法論に基づき全国平均の数値を用いたロケーション基準と、企業

の努力が数値から読み取れるマーケット基準を一体のものとして開示することは、投資

家にとって有用な情報になるとの議論の仕方もあり得る。 

制度の趣旨からすると、本来 ISSBが求めている開示目的の趣旨に沿うものであると考え

られるため、ISSB に対して何らか意見発信する必要はあるとともに、「蓋然性が高い」

という書きぶりを検討いただきたい。 

（本実務対応基準の確定時期に対する意見） 

8. 本実務対応基準の確定時期は 2026 年 3 月末までとすることが望ましいと考えるものの、

仮にその時期までに確定しなかったとしても、SSBJ 基準を最初に適用する 3 兆円以上の

企業の開示は 2027年 6月末頃と考えると、一定の準備期間はあると考えられる。議論を

十分に重ねる必要があるのであれば、必ずしも 2026年 3月末までの確定にこだわる必要

はないのではないか。 

9. 確定時期を 2026年 3月末とすることは望ましいと考えるが、より重要であるのは、今後

の当委員会における議論の内容が広く周知されることである。このため、拙速に 2026年

3月末までに確定することは適切ではないと考えられる。本実務対応基準では、企業が活
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動量を把握したうえで全国平均係数等を乗じロケーション基準に基づく算定を行うこと

ができることが前提とされている。したがって、2026 年度の遅い時期でなければ、企業

の対応に大きな影響は生じないと考えられる。 

審議事項(3)-2 基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として用いるか 

（基礎排出量を基礎とすることに対する意見） 

10. 基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として用いるかについて、SSBJ 基準上で明確

化することの必要性は理解した。電気事業者別の排出係数は、基礎排出量と調整後排出

量とで大きな差異はないと理解しており、事務局の提案では調整後排出量も任意で開示

できるとされているため、事務局の提案の方向性に異論はない。 

11. 調整後排出量は追加的な企業の努力を反映するという側面があるため、調整後排出量を

任意の開示とすることによる不都合が生じるのではないか。また、基礎排出量と調整後

排出量の扱いについて制度として取り上げるに足るものなのか、さまざまな意見を踏ま

えて検討したほうがよいと考える。 

12. 基本的に事務局の提案に賛成である。企業の努力を反映させた調整後排出量を基礎とす

ることを望む企業もあると考えられるが、利用者の観点からは、基礎排出量から調整後

排出量への調整表の開示を用いて、必要に応じて、企業努力を投融資判断の評価プロセ

スに組み込むことは可能であると考える。また、基礎排出量を基礎とすることで情報の

比較可能性も担保されると考える。 

13. 改正された温対法では、電力会社や企業の非化石の努力が基礎排出量に反映されている

ため、これを基礎とすることに賛成である。一方で、基礎排出量から調整後排出量への調

整として、J－クレジットや JCMクレジットの環境価値がある。企業努力の一部が基礎排

出量に反映され、他の一部は反映されていない印象を受ける。基礎排出量から調整後排

出量への調整に含まれるオフセットの範囲について、将来的に混乱が生じるのではない

かと危惧している。 

14. 基礎排出量と調整後排出量の扱いについては、基本的に事務局の提案の方向性に賛成す

る。企業によって、基礎排出量と調整後排出量のいずれを開示したかが不明確になるこ

とが、制度上は問題となり得るため、基準で定めることは非常に重要であると考える。 

15. 仮に、温対法における SHK 制度において、オフセット分をスコープ 1 とスコープ 2 に区

分することができる場合であっても、調整後排出量を基礎とすべきではないと考える。

これは、温室効果ガス排出に関する開示の趣旨は設定した目標の進捗を測ることであり、

基礎排出量からどのように調整を行ったかについてオフセットの使用方法などを含めて
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開示することがより適切であると考えるためである。したがって、審議資料(3)-2の第 7

項及び第 8項の理由付けを補強する必要があると考える。 

審議事項(3)-3 温対法におけるロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排

出の取扱い 

（SSBJ基準及び ISSB基準の同時準拠に対する意見） 

16. 「GHG プロトコル（2004年）」が要求する温室効果ガスの絶対総量と温対法における SHK

制度上の報告数値との対応関係を SSBJ 基準において明確化すること、また、SSBJ基準に

おける温対法における SHK制度上の報告数値の利用可能性の向上を図ることに賛成する。

文案で求められている注記については、ISSB 基準には準拠していないこと、及び、ロケ

ーション基準に基づくスコープ 2 温室効果ガス排出量は温対法が求める報告数値ではな

いが、温対法の枠組みにおいて算定できることが示される点が有用であると考える。中

長期的には、同様の状況に置かれる法域があるのであれば、ISSB に対応の働きかけを行

うことが重要である。短期的な対応と中長期的な対応の両方を検討することに賛成する。 

17. 事務局提案の方向性に賛同する。「GHGプロトコル（2004 年）」とは異なる方法を用いる

ことを法域が要求している場合には、ISSB 基準との同時準拠ができるよう ISSB に働き

かけるべきである。 

（ロケーション基準によるスコープ 2温室効果ガス排出の取扱いに対する意見） 

18. 事務局の提案内容に賛同する。仮にこの内容の実務対応基準を定めた場合、審議事項(3)

参考資料における見解 1は SSBJ基準に準拠しないこととなるのかを確認したい。 

19. 温対法の枠組みで算定したロケーション基準の数値の取扱いについて、保証業務提供者

の間でも見解が分かれているとのことだが、ISSB 基準においても複数の枠組みで活動量

を測定することの負荷に配慮し「GHG プロトコル（2004年）」とは異なる方法を用いるこ

とが容認されていることから、この趣旨を踏まえて関係者と丁寧に議論すれば理解が得

られるのではないか。 

（実務対応基準の文案に対する意見） 

20. SSBJ 基準において、温対法における SHK 制度の報告数値の利用可能性の向上を図る事務

局提案の方向性に賛同する。文案にある全国平均係数及び代替値については、現行の「GHG

プロトコル スコープ 2ガイダンス」及びその改訂案にでは、使用の優先度が相対的に低

い排出係数と位置付けられると考えられる。今後、我が国の実務が進展していく可能性
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や将来的に ISSB基準及び GHGプロトコルの基準等と差異が生じる可能性も踏まえて、も

う少し一般的な記載とすることも考えられるのではないか。 

21. 温対法の枠組みで算定するロケーション基準の数値の使用を実質的に容認するという事

務局提案に賛成する。ただし、当該数値が温対法で要求されていない旨を注記すること

の必要性には疑問がある。ロケーション基準及びマーケット基準をあわせて開示するこ

とにより、企業の排出削減の努力を投資家が理解できるようにすることが SSBJ 基準の趣

旨であると理解しているため、このような注記がなくとも趣旨は達成されると考えられ、

情報の有用性が乏しいと考えられる。 

22. 連結ベースでの開示において、「GHG プロトコル（2004 年）」及び温対法による測定が混

在する場合、温対法により測定した温室効果ガス排出に重要性がなければ、ロケーショ

ン基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出が温対法において要求されていない旨の注記

は不要という理解でよいかを確認したい。 

23. ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出が温対法において要求されていな

い旨の注記について、気候基準第 49項ただし書きの定めは、温対法の方法論を使用でき

るようにするものであり、報告数値の使用を求めるものではないと理解しているため、

誤解が生じる可能性があると考えられる。 

24. 「温対法により基礎排出量として測定された温室効果ガス排出のうち間接排出に係る部

分を測定した拠点に係る活動量」との記載があるが、必ずしも「活動量」が拠点ごとにあ

るわけではない。この点、「温対法に基づき間接排出に係る部分を測定するときに使用す

る活動量」という趣旨であると考えられるため、表現を再度確認いただきたい。 
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